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２．経 営 方 針 
 

1. 経営の基本方針 
翌ﾃねｭ化c鴛K要ﾃ�ﾅ新ﾃね@ﾌづ糒VNゴeg�モ瀦��行いﾑ⇔ﾚ客第ﾈ齊蜍`c遠Oしﾐ�％ｱ入ﾂｩゅg�tN氏[サービNコﾑ|

  

  















（兼松エレクトロニクス） 

－ 11 － 

 

 

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

期   別  当 連 結 会 計 年 度

(
自 平成11年4月１日
至 平成12年3月31日 )

  科   目 金　　　額

 Ⅰ  営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 623,873 
減 価 償 却 費 1,050,637 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 932,526 
退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額 101,198 
賞 与 引 当 金 の 減 少 額

利 s� 利 s� 飼h 利落%101,198 
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投 利 証 券 評 価 損
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注 記 事 項 
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（単位：千円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 2. 貸手側  2. 貸手側

 (1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価  (1) 固定資産に含まれているリース物件の取得価

     額、減価償却累計額および期末残高      額、減価償却累計額および期末残高

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  (2) 未経過リース料期末残高相当額

 (3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相  (3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相

     当額      当額

 (4) 利息相当額の算定方法  (4) 利息相当額の算定方法

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース

物件の借手に対する現金販売価額との差額とし、 同　左

各期への配分は利息法によっております。

オペレーティング・リース物件に係る注記

 1. 借手側  1. 借手側

  未経過リース料   未経過リース料

5,395 6,466

4,804 1,711

10,200 8,178

 2. 貸手側  2. 貸手側

  未経過リース料   未経過リース料

345,949 435,831

438,942 489,113

924,945    ﾈ+xﾈ+x  
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６．生産、受注及び販売の状況 
 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

(2) 受 注 状 況 （単位：千円）






